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 制度の概要

東京観光財団が実施する、都内のMICE開催拡大を目的としたユニークベニュー施設の受入

環境整備を支援する助成制度です。博物館・美術館・科学館・植物園・水族館・庭園等の歴

史的建造物や文化施設において、会議やレセプションの開催により特別感や地域特性を演出

できる施設が対象となります。

原則50名以上のパーティ開催が可能な会場を持つ施設の機能強化を通じて、東京の国際会議

誘致力と観光競争力の向上を図る戦略的な取組みです。防音・設備・多言語対応等の包括的

な環境整備により、国際基準のユニークベニューの創出を推進します。

 支援内容

□ ユニークベニュー施設機能強化

最大1,500万円 助成率：2/3以内

 対象となる取組

【助成対象事業】

【助成対象経費】

※寄付金・広告収入は助成対象経費から控除

 対象者

 採択率向上のポイント

 戦略的分析

【東京のMICE市場拡大戦略】

【段階的な整備戦略】

 東京のMICE開催実績

ユニークベニュー利用率（2019-2024年）：年々増加傾向、特に国際会議での活用が

拡大

平均単価向上：約15%（一般会場比）の付加価値を実現

 対象施設と整備事例

施設タイプ 代表的な整備内容

博物館・美術館 展示物保護設備、可動式パーティション設置

庭園・植物園 屋外照明強化、防水電源設備増設

水族館・科学館 音響設備改良、多言語案内システム

歴史的建造物 建物保護対応、防音・空調設備

その他特色施設 施設特性に応じたカスタム設備

 専門家活用のススメ

 必要書類とチェックポイント

提出書類 チェックポイント

助成金交付申請書

助成事業計画書・企画書

見積書・仕様書

財務関係書類

 申請スケジュール

 問い合わせ

制度詳細 https://jp.businesseventstokyo.org/conferences/preparation_support/u

niquevenues_ukekan.html

お問い合わせ 公益財団法人東京観光財団

コンベンション事業部

〒163-0915 東京都新宿区西新宿二丁目３番１号 新宿モノリス15階

TEL: 03-5579-2684

受付時間：平日9:00～17:45（土日祝除く）

防音機能強化（指向性スピーカー・防音壁等設置）

会場設備強化（電源・照明・給排水・音響映像設備）

多言語対応（案内冊子・ウェブサイト多言語化）

その他機能強化（無線LAN・保管設備等）

防音機能の強化（指向性スピーカー・防音設備等）

電源・照明・給排水設備の設置・改修

音響・映像設備の新規導入・更新

暗幕・パーティション等の会場設備整備

機器・備品購入費（10万円以上、レンタル除く）

設置工事費・改修工事費・制作費

印刷製本費・翻訳費・可変倉庫等経費

東京都内のユニークベニュー施設所有者・管理運営者

法人格を有し、2回以上決算を行っている事業者

直近1年以内に債務超過状態でない法人

東京都の政策連携団体・事業協力団体以外の者

ユニークベニューPR事業への協力が可能な者

施設の独自性明確化：歴史的価値や建築的特徴を具体的に示し、他施設との差別

化要素を明記



MICE誘致への貢献度：国際会議開催実績や今後の誘致計画を具体的数値で提示

費用対効果の明確化：整備により期待される利用者数増加や収益向上を定量的に説

明



地域連携効果：周辺観光資源との連携による地域活性化への寄与を明示

国際競争力強化がユニークベニュー整備の重点課題

アジア諸国との差別化には独自性と品質が必要

コロナ後の国際会議需要回復に向けた先行投資の機会

基盤設備整備から付加価値向上まで計画的実施

他制度との併用による総合的な機能強化検討

継続的な利用促進と収益性向上への道筋構築

MICE施設設計専門家：国際基準に適合した機能設計と効率的な導線計画

音響・映像技術者：会場特性に最適化した設備選定と設置計画

多言語対応コンサル：効果的な多言語化戦略と運用体制構築

文化財保護専門家：歴史的建造物の価値保護と活用の両立支援

第1号様式の最新版を使用

代表者印の押印が鮮明であること

記載事項に漏れや誤りがないこと

整備内容の具体的仕様と効果を明記

工程表と完了予定日の整合性

複数業者からの相見積もり取得推奨

経費積算の詳細内訳を添付

直近2期分の決算書類

納税証明書は都税事務所発行

事前準備期間

書類準備に2～3ヶ月程度。施設改修計画の詳細検討が重要。

見積取得・設計図面作成・関係者との調整を含む。

第1回募集期間

2025年7月31日締切

郵送（簡易書留）と電子データ両方提出。事前相談推奨。

第2回募集期間

2026年1月30日締切

※2026年2月1日～28日は予算残枠がある場合のみ随時審査

審査・採択通知

申請から約2ヶ月後に結果通知

事業実施

交付決定後～事業開始

完了後30日以内に実績報告書提出必須

https://jp.businesseventstokyo.org/conferences/preparation_support/uniquevenues_ukekan.html
https://jp.businesseventstokyo.org/conferences/preparation_support/uniquevenues_ukekan.html

